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平成２６年度施政方針 

 

はじめに 

平成２６年度予算関係議案の審議に先立ち、私の施政運営の基本姿勢につい

て申し上げます。 

私にとりましては、市長という大役を拝してから２回目の当初予算編成とな

ります。 

振り返りますと、一昨年１１月、多くの市民の皆様や地元経済界をはじめ各

種団体の方々から、温かいご支援をいただき、市長に就任をさせていただきま

した。 

私は、市長就任に際し「経済の再生」、「地域コミュニティの再生」、そし

て「市役所の再生」、この「三つの再生」を行政運営の柱とすること、そして

就任１年目の平成２５年度を「再生へのスタートの年」として取り組むことを

申し上げました。 

再生へのスタートにあたり、新居浜市の舵取り役として、「共につくろう笑

顔輝く新居浜市 夢をかたちに チーム新居浜」の実現には、市民、団体、事

業者と行政が一体となった市民目線での取組が肝要との思いから、広く皆さん

のご意見やお考えを市政に反映するため、昨年６月には各界各層の方からなる

「政策懇談会」を設置いたしました。 

政策懇談会では、２５年度のテーマとして「経済の再生」と「コミュニティ

の再生」の二つのテーマについて、熱心な審議をしていただき、昨年１２月に

は、「経済の再生」、「コミュニティの再生」、そして「市政全般に関する事

項」について提言をいただくことができました。 

いただいたご提言は、いずれも市民、企業の皆さんが、ふるさと新居浜の発

展を願う切実な声であると受け止め、平成２６年度予算において可能な限り反

映をいたしております。 

私は、就任１年目の２５年度を「再生へのスタートの年」、そして来たる２

６年度は「再生への実行の年」と位置づけ、政策懇談会からいただいた提言を

もとに再生への施策を展開し、その成果を検証していくなかで、次のステップ

アップにつなげてまいりたいと考えております。 
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次に、「三つの再生」についての考え方、そして政策懇談会の提言とこれか

らの取組について申し上げます。 

まず、「経済の再生」であります。 

安倍政権誕生から 1年余りが経過しました。平成２５年は、「アベノミクス」

の柱となります「三本の矢」として「大胆な金融政策」、「機動的な財政政策」、

「民間投資を喚起する成長戦略」の政策が矢継ぎ早に打ち出され、この「三本

の矢」による円安、株高を背景に日本経済はプラスに転じました。また、昨年

１２月の愛媛県内消費者の景況感調査においても、１年前と比較した景況感Ｄ

Ｉは大きく改善いたしております。しかしながら、経済の好循環サイクルにお

いて重要な要素であります個人消費拡大につながる個人所得への波及効果はあ

まりみられず、本市においても、まだまだ景気回復が広く実感できる状況には

至っていないと感じております。さらに、本年４月には消費税が５％から８％

に増税されます。この増税に伴い６．３兆円とも試算されております家計への

負担増という経済再生への不安要素も控えており、引き続き、デフレ脱却に向

け賃上げの実現や民間投資の活性化を支援する政策の着実な実行が求められて

おります。 

このようななか、政策懇談会から「経済の再生」について、農林水産業、商

業、観光・物産、工業の４分野について提言をいただきました。 

まず、「農林水産業の振興」では、共通する課題として農林水産物価格の低

迷や担い手不足、また事業基盤整備等の問題があげられております。この課題

解消に向けた具体的な提言事業として、遊休農地管理用機材の導入を支援する

耕作放棄地解消促進事業や施設栽培促進のための野菜ハウス設置事業に取り組

んでまいります。また、漁業関連施設の整備のほか、地産地消や消費拡大を推

進するため異業種との新たな連携による地産食材六次産業化推進事業を実施し、

新居浜産の新たな食材の開発を支援いたします。 

「商業の振興」では、全国的に商店街を取り巻く環境は厳しい状況に置かれ

ており、現在、商店街、商工会議所、市行政の三者で、中心商店街活性化のた

めの協議を進めております。引き続き、三者による協議会において、実効性の

高い商店街活性化策の検討・協議を行ってまいります。 

「観光・物産の振興」では、市外からの観光客誘致のための観光宣伝や情報

発信、また、地場産品の開発による地域経済の活性化に向けた提言をいただき
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ました。観光・物産振興の具体的施策として、着地型旅行商品の造成に加え、

新たに立体手法を取り入れた魅力的な観光イラストマップの作成、また、東京、

大阪等での物産展にも取り組んでまいります。 

「工業の振興」では、本市のものづくり企業がグローバル化や少子高齢化、

環境社会への適応など新たな経済環境の変化に対応し、持続可能な経営基盤と

激動の時代を勝ち抜く競争力を持ち合わせた企業体質に変革することが求めら

れておりますことから、意欲ある地域企業に対する支援体制の強化・拡充、人

材の育成・確保、企業誘致・立地（新規投資）の促進など多岐にわたる提言を

いただきました。 

本市経済の再生に向けまして、昨年８月には、新居浜の地場産業が培ってき

た優れた技術や技能、製品を「新居浜ものづくりブランド」として、２７社、

３５の製品・技術を認定し、愛媛県とも連携して大型見本市への出展など全国

に向けた販路開拓を支援してまいりました。また、この３月には第２回目のも

のづくりブランド認定も行います。さらに、支援体制を強化するため、インター

ネットを活用した「新居浜ものづくりブランド」の全国的な認知度向上と認定

企業の販路開拓・受注機会の創出に取り組んでまいります。また、今回の提言

を踏まえまして、今議会には企業立地促進条例や中小企業振興条例の充実強化

策を提案しております。これら本市独自の経済活性化策や中小企業振興策を展

開するとともに、全国的な好況感が本市経済にも広く浸透するよう、地元経済

界や住友各社、関係機関とも連携し地域の総合的な支援体制を強化してまいり

ます。 

 

次に、「地域コミュニティの再生」であります。 

平成２３年３月の東日本大震災から３度目の春を迎えようとしております。

しかし、今なお多くの方が避難生活を余儀なくされております。さらに、昨年

は、全国各地で記録的な豪雨による土砂災害が発生しました。特に、伊豆大島

での大規模土石流災害は、平成１６年未曾有の災害を経験した本市にとりまし

ても、心痛む出来事でありました。 

また、昨年１２月には、南海トラフ巨大地震における愛媛県地震被害想定調

査結果が公表されました。本市における被害想定は、死者数１，８４１人、建

物全半壊４８，０３３棟と非常に衝撃的な数値であります。しかし、我々は、

この被害想定が現実のものであることを真摯に受け止め、近い将来発生する南
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海トラフ巨大地震に対し、行政、地域が一丸となって備えなければなりません。

行政による防災、減災の取組が重要であることは申し上げるまでもありません

が、しかし、それにはおのずと限界もございます。本市が経験した１６年災害

をはじめ、いざという時には、一番身近なコミュニティである自治会が頼りに

なるということは、これまでの災害経験が物語っております。そのためにも、

「地域コミュニティの再生」が不可欠であります。 

自治会は、人と人をつなぎ、そこに暮らす人々の生活を協同して共に守ると

いう古来の共助の精神に支えられた歴史ある組織であります。しかし、良しき

につけ悪しきにつけ個人主義の浸透により、地域コミュニティへの帰属意識が

希薄になり、自治会への加入率も低下の一途をたどっております。 

そして、政策懇談会からも、この視点を踏まえた地域コミュニティ再生のた

めの具体的施策として、地域課題解決と校区再生のための新しい交付金制度の

創設、また、単位自治会再生と安心安全のまちづくりのため防犯灯の電気代及

びＬＥＤ化について全額市負担による実施、安心安全のまちづくり推進のため

の防災・防犯活動への積極的支援、さらにコミュニティ活動に対する市職員の

意識改革について提言をいただきました。 

これらの提言を踏まえまして、２６年度は、現行の自治会交付金制度の抜本

的な見直しを行い、次の三つの視点「地域課題解決」、「地域の誇りを磨く」、

「地域づくりの仕組み、人材育成」を主眼に置いた新たなコミュニティ活性化

事業を創設し、防災や福祉、環境などについて主体的な取組を支援する仕組み

を構築し、協働推進を図ってまいります。さらには、自治会防犯灯のＬＥＤ化

事業について、連合自治会と協議したうえで取組を進めてまいります。 

 

三点目に「市役所の再生」であります。 

政策懇談会からの「市政全般に関する事項」のなかでも、職員の意識改革、

市役所内部の政策推進体制の更なる充実について提言をいただいております。

市役所内の政策推進体制の明確化、そしてスピード感を持って取組を進めるた

め、新たに企画部に政策推進担当を配置いたします。さらに、部局長、総括次

長及び課長の職務に、政策推進に関することを明確に位置づけして推進体制の

強化を図ってまいります。 

さらに、全庁的な意識改革を推進するため、新居浜市人材育成基本方針に定

めます「Ｃhallenge（チャレンジ）」、「Ｃost（コスト）」、「Ｃhange（チェ
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ンジ）」の「３Ｃ（サンシー）」を実践してまいります。チャレンジ『郷土愛

を持ち、チャレンジ精神旺盛な職員』、コスト『コスト意識を持ち、市民の視

点で行動できる職員』、チェンジ『プロ意識を持ち、時代に即応して変革でき

る職員』、この「求められる職員像、３Ｃ」を着実に実践していくことが、私

の目指す「市役所の再生」につながるものであります。この３Ｃを徹底し、チャ

レンジ精神旺盛で夢のある「挑戦する」市役所を目指してまいります。 

また、「市役所の再生」には、市役所の顔とも言えます窓口サービスについ

て、利用者目線での運用改善が不可欠であります。２６年度は、窓口サービス

の課題解決に向けまして、庁内プロジェクト会議において総合窓口の開設及び

ワンストップサービスの検討を行うとともに、早期導入に向けた準備を進めて

まいります。 

以上、「三つの再生」と「新居浜市政策懇談会」の取組について申し上げま

した。昨年の政策懇談会は、限られた期間での開催となりましたことから、十

分審議が尽くされていない項目もございます。従いまして、２６年度におきま

しても引き続き、「経済の再生」、「コミュニティの再生」について、官民一

体となった議論を深めていきたいと考えております。さらに、２６年度は、新

たなテーマとして「健康都市づくり」と「教育力の向上」の二つについても取

組を進めてまいります。 

まず、「健康都市づくり」につきましては、超高齢化社会を迎え、高齢者介

護、高齢者医療の問題など大きな社会問題となっており、これを解決すること

は喫緊の課題ではないかと思います。このため、元気で長生きのできる「健康

長寿社会」の実現を目指し、「食育の推進」、「各種検診の拡充」、「スポー

ツの振興」などに取り組んでまいります。 

また、「教育力の向上」は、いわゆるゆとり教育の弊害による学力の低下、

いじめ不登校等が大きな社会問題となっていることから、今一度、家庭、学校、

地域の役割を見直し、「家庭でしつけ」、「学校で学び」、「地域で育てる」

ことを再確認し、子どもの健全な育成に努めたいとの思いから、放課後児童教

育の充実を図るとともに、今後は地域子ども会の育成強化などにも取り組んで

まいりたいと考えております。 

この新たなテーマであります「健康都市づくり」と「教育力の向上」を推進

するため、福祉部と教育委員会事務局に、それぞれ担当の戦略監を設置いたし

ます。 
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仏教の教えに、「利他の心」があります。「利他の心」とは、自分の利益よ

りも他人の利益を重んじ、他人が利益を得られるようにすること、自分のため

でなく誰かの幸せのために生きるという善の心です。この「利他の心」は、人

間として一番大切な生き方ではないかと思います。 

しかしながら、かつて日本人の美徳といわれた「思いやり」や「利他の心」

というものが、今日の日本社会から失われつつあります。バブル経済の狂乱と

バブル崩壊後の「失われた２０年」の反省、そして、今、日本再生に向かおう

とするこのときこそ、私たちの日常の生活、また自治体経営においても、「利

他の心」を基軸にした考え方、そして「利他の心」に基づく決断や行動が強く

求められているのではないかと思います。 

自分があり、家族があり、職場があり、地域があり、日本があり、そして世

界がある。家族のために働く、親孝行をする、友人や隣人を助ける、地域を大

切にする、そのようなつつましく、ささやかな「利他の心」が、やがて社会の

ため、国のため、世界のためという大きな「利他」へとつながっていくもので

はないでしょうか。 

かつて、環境問題の先駆者である伊庭貞剛氏が、別子の荒れ果てた山々を見

て「別子全山を旧
もと

のあおあおとした姿にして、これを大自然にかえさねばなら

ない。」と決意して年間１００万本の植林を進めたこと、また、若い従業員の

教育塾である「自彊舎」を設立した鷲尾勘解治氏が「別子銅山の末期に於いて、

これに代わるべき事業を興す。」ことを決断し、地方後栄を第一義に新居浜市

が工業都市として自立するために、新居浜港建設や工業用地造成など先見的な

都市計画を次々と断行させた根底には、やはり自己や会社の利益よりも、将来

の日本とそこに生きる人々の利益を優先する「利他の心」があったことにほか

ならないと思います。さらに、地方を永遠に繁栄させるためには、地域も会社

と「共存共栄」の考えを持つべきであるという鷲尾氏の教えも、「利他」の考

えに基づくものであります。「自彊舎」は昨年、止む無く取り壊されることと

なりましたが、これらの精神は今を生きる私達の使命として、将来に引き継い

でいかなければなりません。 

私自身、改めまして「思いやり」や「利他の心」という「徳」に根ざした生

き方を基軸に、物事を考え、決断していかなければならないと強く肝に銘じて

まいります。 

以上、新年度における施政運営の基本姿勢について申し上げました。 
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引き続き、主要施策の概要につきまして、第五次新居浜市長期総合計画に掲

げる６つのフィールドごとに、順次ご説明を申し上げます。 

 

フィールド１ 快適交流  

最初に、フィールド１ 快適交流について申し上げます。 

まず、良好な都市空間の形成についてでございます。 

計画的な土地利用の推進につきましては、新居浜市都市計画マスタープラン

の見直しを行うとともに、用途地域・特定用途制限地域の見直しなど、都市計

画の変更について検討を行ってまいります。 

地籍調査の推進につきましては、新たに人口集中地区（ＤＩＤ）の調査に着

手し、政枝町と高木町の全部及び滝の宮町と坂井町の一部地区において実施し

てまいります。 

次に、道路の整備についてでございます。 

広域幹線道路の整備につきましては、「国道１１号新居浜バイパス」の船木

から東田３丁目、西喜光地町から本郷１丁目、萩生から大生院までの各工区に

ついて、早期整備・供用を要望するとともに、条件整備など側面的な支援を積

極的に行ってまいります。 

市域内幹線道路の整備につきましては、引き続き、市道「上部東西線」、「角

野船木線」の用地買収等を進めてまいります。特に、「角野船木線」につきま

しては、平成２８年度の全線開通を目指し、鋭意、整備促進を図ってまいりま

す。 

また、県事業として進められております「西町中村線」及び「郷桧の端線」、

「新居浜別子山線」、「金子中萩停車場線」につきましては、整備促進を要望

してまいります。 

生活道路の充実、道路交通安全対策の推進につきましては、傷んだ舗装の打

ち替えや幅員の狭い道路の拡幅改良、並びに「橋りょう長寿命化修繕計画」の

見直しを行ってまいります。また、安全で快適な自転車の通行空間確保に向け

て、「新居浜市自転車ネットワーク計画」の策定を進めるとともに、社会実験

の実施に取り組んでまいります。 

次に、ＪＲ新居浜駅周辺の整備についてでございます。 

ＪＲ新居浜駅周辺の公共施設整備につきましては、平成２６年２月に供用を
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開始しました南北自由通路「出逢いロード」は、引き続き工事を継続し、既設

人道橋
じんどうきょう

を撤去いたします。 

また、新たに人の広場、南口広場の整備に着手するとともに、交通広場、シ

ンボルロードに続き、人の広場にモニュメントを設置いたします。 

さらに、来街者の利便性の向上と賑わいの創出のため、駅前街区への民間施

設誘致に取り組んでまいります。 

駅南北一体化による新都市拠点の形成につきましては、駅南地区の整備につ

いて、市民参画のまちづくりを進めるため、新居浜駅周辺まちづくり協議会を

はじめ、多方面からの意見や議論をいただき、検討を進めてまいります。 

次に、安心な住宅の整備についてでございます。 

公営住宅等の整備につきましては、「新居浜市公営住宅等長寿命化計画」に

基づき、南小松原団地９－１号棟の建替工事を行ってまいります。 

住宅及び住環境の整備につきましては、南小松原団地９－３号棟などの耐震

２次診断、瀬戸団地１号棟などの耐震改修工事を行ってまいります。 

住宅・住環境の防災性の向上につきましては、倒壊するおそれがある住宅の

耐震化促進のため、民間木造住宅耐震診断、耐震改修工事への補助を行ってま

いります。 

次に、公園・緑地の整備についてでございます。 

既存公園・緑地の再整備と維持管理の充実につきましては、平成２５年度に

策定しました「公園施設長寿命化計画」に基づき、遊具や休憩施設、便益施設

等の効率的な施設更新や維持管理を行っていくとともに、定期的な樹木剪定や

除草等を行い、安全で快適な公園となるよう努めてまいります。 

 公園・緑地整備の推進につきましては、引き続き、神郷公園の整備を進め、

公共下水道事業の進捗状況を踏まえながら、平成２８年度の完成を目指し、造

成工事を行ってまいります。 

総合運動公園整備の推進につきましては、「スポーツ推進計画」における位

置付けを踏まえまして、庁内検討プロジェクトチームを設置し、各スポーツ施

設の状況、市民要望等を勘案しながら、立地場所や施設内容、整備年度等につ

いて検討を行い、総合運動公園の基本構想を策定してまいります。 

次に、港湾の整備についてでございます。 

 物流の高度化に対応する公共ふ頭の整備につきましては、新居浜港東港地区

において、水深７．５ｍの耐震強化岸壁を整備し、平成２５年５月から本格供
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用を開始いたしました。 

 平成２６年度は、老朽化した防舷材、海岸護岸などを改良し、港湾・海岸施

設の安全性の向上を図ってまいります。 

 また、新居浜港港湾計画につきましては、新居浜港における利便性の向上を

図るため、港湾施設利用状況の把握、臨海部における新たな工業用地の必要性、

港湾物流に関する課題への対応等について検討を進めてまいります。 

 

フィールド２ 環境調和  

次に、フィールド２ 環境調和について、申し上げます。 

まず、地球環境の保全についてでございます。 

地球温暖化防止対策の推進につきましては、平成２４年度末に策定した「新

居浜市地球温暖化対策地域計画」や平成２５年度末に策定の「第２次環境基本計

画及び環境保全行動計画」に基づき、環境施策を推進してまいります。 

 また、地球温暖化防止、自然エネルギー利用への意識啓発と促進のため、引

き続き、住宅用太陽光発電システム設置に対する補助を実施するとともに、太

陽熱利用システムや家庭用燃料電池の設置に対する補助制度を新設いたします。 

 自転車の街の復活につきましては、庁内検討委員会で検討した自転車の利活

用促進策に基づき、取組を進めてまいります。 

地球環境問題の意識啓発の充実につきましては、環境基本計画、環境保全行動

計画を推進する組織として設立した「にいはま環境市民会議」を基盤とし、市民、

事業者、行政が協働で環境保全活動を推進するとともに、意識啓発と人材の育成

に努めてまいります。 

次に、生活環境の保全についてでございます。 

公共下水道と合併処理浄化槽による水質改善の推進につきましては、引き続き

合併処理浄化槽設置整備事業を実施し、水洗化の向上に努めてまいります。 

葬祭施設等の適正な管理の推進につきましては、平尾墓園の適正管理のため、

管理体制を整えながら、空き区画の再使用や管理料の再徴収に向け、先進事例を

参考にして、使用者調査を実施してまいります。 

 また、真光寺、土ケ谷、黒岩の３墓地についても、返還墓地や空き区画の再使

用に向け、実態調査に取り組んでまいります。 

次に、ごみ減量の推進についてでございます。 

 ごみの減量と３Ｒの推進につきましては、新９種分別の定着を図り、ごみのリ
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サイクルを推進するとともに、資源ごみ集団回収の推進を継続し、市民のリサイ

クル活動を支援します。 

また、多くの市民が生ごみのたい肥化に取り組めるよう、にいはま環境市民会

議と連携して、段ボールコンポストの普及を図ってまいります。 

さらに、下水処理場へのし尿、浄化槽汚泥、生ごみの投入、利活用について、

バイオマス利活用構想を策定し、検討を行ってまいります。 

 地域環境美化活動の推進につきましては、まち美化推進事業の継続的な啓発、

広報活動の推進を図るとともに、環境美化推進員の積極的な活動の推進、不法投

棄パトロールや放置自動車の処理についての取組を、引き続き、行ってまいりま

す。 

また、不法投棄の発生抑制のため、荷内、立川地区等へ監視カメラを設置いた

します。 

 廃棄物処理施設の機能維持と長寿命化対策の推進につきましては、計画的な定

期点検整備工事を実施するとともに、清掃センター及び衛生センターについて、

長寿命化計画に基づき、施設の延命化に努めてまいります。また、「循環型社会

形成推進地域計画」に基づき、清掃センター基幹的設備改良工事に係る発注仕様

書を作成いたします。 

次に、下水道施設の整備についてでございます。 

 下水道普及率の向上につきましては、汚水の管渠整備として、公共下水道事業

計画区域の拡大により新たに処理区域に含まれた田の上や宮原町などで汚水幹線

や枝線の整備を進めるとともに、面整備として、北内町や中村四丁目などの地区

で整備を推進し、平成２６年度末の人口普及率６０．９％を目指してまいります。 

 下水道施設の維持管理・改築更新につきましては、下水処理場において、平成

２５年度・２６年度の２か年計画で進めております高圧受変電設備を更新すると

ともに、新たに平成２６年度・２７年度の２か年の予定で電気計装設備の改築更

新工事を行ってまいります。また、既設の汚水幹線で現在の耐震基準を満たさな

い重要な管渠について、耐震化のための調査設計を進めるとともに、江の口雨水

ポンプ場については、長寿命化計画に基づき、電気、機械設備の改築更新を実施

いたします。 

 防災の充実につきましては、台風や集中豪雨による浸水を防止し、安全・安心

な生活環境を実現するため、上泉、江の口、南小松原の雨水幹線の整備を進める

とともに、面整備として、松神子、一宮町などで雨水枝線等の整備を行ってまい
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ります。 

次に、安心で安全な水道事業の推進についてでございます。 

安心で安全な給水の確保につきましては、平成２５年度に構築した水道施設

監視システム、自動水質測定装置、監視カメラ等を適正に運用することにより、

引き続き、安心で安全な給水に努めてまいります。 

上水道の安定供給につきましては、事業認可及び「新居浜市水道ビジョン」

に沿って、効果効率的な耐震化を進めるため、応急給水を考慮した管路耐震化

計画の策定を行ってまいります。 

 また、新山根送水場管理棟の建築、機械・電気設備工事及び新山根、船木配

水池の場内整備工事を行い、供用開始を目指してまいります。 

水道事業の経営基盤の強化につきましては、上下水道料金システムを活用し、

一層のお客様サービスの向上を図るとともに、業務効率の向上を図り、未収金

縮減対策を推進してまいります。 

 また、瀬戸・寿上水道問題につきましては、市関係者と瀬戸寿上水道組合と

の協議を継続し、市水道との統合に向けた課題やプロセスについての協議を深

めていくことによって、一日も早い問題解決に向け、鋭意取り組んでまいりま

す。 

工業用水道の安定供給につきましては、老朽化した工業用水道施設の耐震化

を含めた対応が必要なことから、工業用水道施設の更新事業に関する基本計画

を策定いたします。また、愛媛県の新田橋架替工事に伴い、支障となる工業用

水道管の移設工事を行い、老朽化した水管橋の更新も併せて実施いたします。 

 

フィールド３ 経済活力  

 次に、フィールド３ 経済活力について、申し上げます。 

まず、工業の振興についてでございます。 

新事業展開の促進につきましては、中小企業新事業展開支援事業や中小企業

各種融資制度、中小企業振興条例等を活用し、中小企業の創業支援や新事業展

開、既存事業の拡大、産学の連携等のビジネスコーディネート支援を進めてま

いります。特に、今年度から、本市地場産業が持つ優れた技術や製品を「新居

浜ものづくりブランド」として認定しておりますが、平成２６年度は、国内最

大の「製造技術データベースサイト」に「新居浜ものづくりブランド」の専用

ページを掲載し、販路開拓・受注拡大を重点的に支援するとともに、本市もの
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づくり産業を全国へ発信してまいります。 

さらに、平成２１年度に策定いたしました「ものづくり産業振興ビジョン」

につきましては、策定から４年が経過し、策定時から社会要因や経済要因も大

きく変化しておりますことから、現状の課題等を抽出・分析しながら、新たな

事業展開の方向性や産業施策について、抜本的に見直しを行ってまいります。 

産業を支える人づくりにつきましては、次世代の人材育成のため、小学生か

ら高校生及び高専生を対象に、ものづくり人材育成推進事業を実施し、ものづ

くり意識の醸成を図ってまいりますとともに、若年者人材確保のためのインター

ンシップ、キャリアアップ教育の推進に努めてまいります。更に、新居浜市も

のづくり産業振興センターの利活用を図り、培われた技術・技能の継承と人材

育成に取り組んでまいります。また、四国地区高校生溶接技術競技会の開催を、

引き続き、支援してまいります。 

企業誘致及び立地の促進につきましては、企業立地促進条例を活用すること

により、貯木場事業用地や多極型産業推進事業用地等への新規企業の立地、既

存企業の新規投資の促進に努め、さらなる産業振興と雇用の拡大に取り組んで

まいります。また、観音原地区の内陸型工業用地の整備に向けた調査を、引き

続き行うとともに、土地所有者との協議を進めてまいります。 

さらに、「新居浜市ものづくり産業振興基金」を創設し、地元産業界と行政

が一体的に産業振興施策の取組を進めるための財源確保を図ってまいります。 

次に、商業の振興についてでございます。 

にぎわいと魅力あふれる商店街の形成につきましては、夏まつりやはまさい、

さんさん産直市など商店街イベントを引き続き支援していくとともに、商工会

議所や新居浜商店街連盟、市民団体等と協働し、銅夢にいはまを核とする商店

街の活性化に努めてまいります。 

次に、農業の振興についてでございます。 

農産物の地産地消の推進につきましては、生産者の顔が見え、新鮮で安全・

安心な地元農産物の消費拡大に繋がるよう、地産地消推進マスコットキャラク

ター「はまっこ新鮮組」と 「いただきます！今日もおいしい新居浜産」の標語

を活用し、新居浜産農畜産物のＰＲに努めるとともに、「新居浜市地産地消協

力店認定制度」の更なる周知を図ってまいります。また、新居浜市食生活改善

推進協議会が行う食生活改善・食育推進による新居浜産農産物の消費拡大事業

に積極的に協力し、食育の面からも地域農産物の消費拡大を図ってまいります。
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さらに、新たに、認定農業者等の野菜ハウスの設置を推進してまいります。 

農地の有効利用と環境にやさしい農業の推進につきましては、「新居浜市鳥

獣被害防止計画」に基づき、新居浜市鳥獣被害対策協議会を中心に市内の各猟

友会等と連携しながら、イノシシ等の有害鳥獣駆除・捕獲に努め、農作物等へ

の被害防止、減災に取り組んでまいります。また、自然農園につきましては、

新居浜市自然農園を育てる会の活動を引き続き支援し、農業に対する市民の理

解が深まるよう努めるとともに、新居浜市農業再生協議会が行う農地の有効利

用に関する諸事業にも参加・協力し、農地の利用集積等に取り組んでまいりま

す。さらに、新たに、耕作放棄地の解消に必要なトラクター等の機材購入に対

し支援を行い、遊休農地の適正な管理を図ってまいります。 

次に、林業の振興についてでございます。 

環境保全とふれあいの森林づくりにつきましては、地域の持続的な林業経営、

健全な森林管理体制の確立、地域材の利用拡大を図るため、施業の集約化・路

網整備の推進を図りますとともに、市が整備する公共建築物等の地域材活用促

進、木質バイオマスの利用など、間伐材等の有効利用を促進し、健全な森林づ

くりへの支援を行ってまいります。 

次に、水産業の振興についてでございます。 

漁業生産基盤の整備につきましては、老朽化した漁港施設の改修など漁業生

産基盤の整備を計画的に実施するため、機能保全計画に基づく平成２７年度か

らの保全工事の実施に向け、取り組んでまいります。また、稚魚及び抱卵ガザ

ミの放流や内水面種苗放流など、つくり育てる漁業の推進に漁業者と共に取り

組んでまいります。 

環境にやさしい漁業の推進につきましては、幼児期から魚食にも興味を持つ

機会を提供するため、保育園児や幼稚園児を対象としたおさかなふれあい体験

事業を継続して実施いたします。 

水産物の高付加価値化の推進につきましては、未利用魚を利用した練り製品

の開発、流通を支援し、水産業の六次産業化を図ってまいります。 

次に、観光・物産の振興についてでございます。 

観光ルート及び施設の整備と観光宣伝の充実につきましては、ＮＳ観光推進

協議会を通じ、「別子・翠波はな街道」をはじめとする広域観光ルートの充実

に努めてまいります。また、魅力ある観光地づくりを行うため、計画的に観光

施設を整備するとともに、マイントピア別子を中心に、広瀬歴史記念館等を含
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めた市内全域の着地型観光の推進を図ってまいります。 

さらに、引き続き、ホームページや観光サイトの充実を図るとともに、新居

浜市観光協会と連携し、ブロガー旅行記事業や観光フリーペーパーの作成等に

より、観光情報の発信力の向上に取り組むほか、職員による観光ＰＲ名刺の活

用やふるさと観光大使等のヒューマンネットワークをいかした観光宣伝を推進

してまいります。 

懸案となっております端出場温泉保養センターの問題につきましては、施設

の再生に向けて、具体的な取組を進めてまいります。 

近代化産業遺産を活用した観光の振興につきましては、別子山地区、マイン

トピア別子、別子銅山記念館、広瀬歴史記念館、星越地区等の別子銅山近代化

産業遺産や関連施設を有効に活用した近代化産業遺産観光の充実や観光ガイド

マップ等の作成による情報発信に努めてまいります。 

別子山地区の観光振興につきましては、「森林公園ゆらぎの森」において、

地域特性を活かした各種イベント等を開催することにより、別子山地域の入込

客の増加に向けた取組を行ってまいります。 

 また、別子観光センター跡地の利活用につきまして、別子山地域住民や関係

者との協議を進め、跡地の利活用について、具体的な取組を進めてまいります。 

太鼓祭りを活用した観光の振興につきましては、平和で安全な秋祭りに向け

て、新居浜市太鼓祭り推進委員会と引き続き連携し、安全に安心して楽しめる

太鼓祭りを推進してまいります。また、シャトルバスの運行や、わかりやすい

太鼓祭り案内ガイドの作成など観光客の利便性の向上や受入れ体制の充実に取

り組んでまいります。 

新居浜ブランドの育成・拡大につきましては、新居浜市物産協会と連携して、

東京・大阪等で開催される各種物産展やイベント等へ積極的に参加し、本市の

地場産品の紹介宣伝、販路拡大を図ってまいります。また、新たな物産・食品

の創出による地域の特産品づくりを支援するとともに新居浜市物産協会が発刊

予定の物産パンフレット等を活用した情報発信を行うことにより、ブランド力

の向上に努めてまいります。 

ホスピタリティの向上と人材育成につきましては、来ていただいた観光客の

方が楽しく安全に観光できる環境を整備するため、計画的に観光案内板等の整

備充実に努めていくほか、引き続きマイントピア別子東平ゾーンでの個人観光

客向けのガイド事業を実施してまいります。 
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また、新たに、タクシー乗務員等を対象に、接遇研修を実施いたします。 

次に、運輸交通体系の整備についてでございます。 

公共交通の拡充整備につきましては、生活バス路線に対する運行支援及び大

島渡海船の運行を行うとともに、別子山地域バスの四国中央市方面便廃止に伴

い、新居浜市街地方面便を増便いたします。また、バス交通空白地域を解消す

るため、現在実施しておりますデマンドタクシーの試験運行を９月まで継続し、

導入の可否について検討してまいります。 

次に、雇用環境の整備・充実についてでございます。 

雇用対策につきましては、引き続き、企業立地や地域経済の活性化を通じて、

雇用の確保に努めるとともに、東予若者サポートステーションへの運営支援を

行ってまいります。 

働きやすい環境づくりにつきましては、高齢者に働く場を提供するシルバー

人材センター事業への支援を引き続き行ってまいります。 

 

フィールド４ 健康福祉  

 次に、フィールド４ 健康福祉について、申し上げます。 

まず、健康づくりと医療体制の充実についてでございます。 

 地域と一体となった健康づくりにつきましては、健康づくりの基本となる健

康増進計画「第２次元気プラン新居浜２１」に基づき、健康都市づくり推進員

等と協力し、食生活の改善や運動不足の解消などに取り組んでまいります。ま

た、新たに、食生活改善推進員と協力し、減塩推進プロジェクトや子育てママ

応援食育推進事業を実施し、食育の推進に取り組んでまいります。 

 母子保健対策の推進につきましては、妊娠期、乳幼児期の健診や健康相談等

を実施し、母子の健康増進に努めるとともに、発達に課題のある親子に対して、

関係機関と連携して一貫した支援体制づくりを行ってまいります。また、乳児

家庭全戸訪問を実施し、育児不安の軽減や虐待防止に努めてまいります。 

感染症対策の推進につきましては、感染症の発生防止対策として、市民への

迅速な情報提供を行うとともに、感染症の蔓延を防ぐために予防接種法に基づ

く各種の予防接種を実施してまいります。 

救急体制の維持・強化と地域医療の確保につきましては、緊急時における医

療体制整備のため、休日夜間急患センターにおいて、休日診療、夜間診療及び

小児深夜帯診療を継続するとともに、在宅当番医制などによって、緊急時の医



16 
 

療体制の確保を図ってまいります。 

次に、地域福祉の充実についてでございます。 

地域福祉意識の啓発と推進体制の充実につきましては、地域活動への住民参

加を促すための広報活動や生き生きふれあいフェスティバルなどの、イベント

や行事を充実させることで福祉のまちづくりを推進してまいります。 

また、「新居浜市地域福祉推進計画２０１１」に基づき、地域における共助

の領域を拡大、強化することにより、地域で暮らす人たちの生活課題の解決に

取り組んでまいります。 

地域福祉活動の推進につきましては、社会福祉協議会や民生児童委員、ボラ

ンティア団体、自治会など地域において福祉活動を行っている多様な主体が、

行政を含めて協働して問題解決を図ることのできる機能的で重層的な体制づく

りを推進してまいります。 

次に、児童福祉の充実についてでございます。 

子育て支援の充実と連携につきましては、病児や緊急な預かり等に対応する

ため、病児・病後児保育を再開いたします。また、新たに、産前・産後等に家

事や育児が困難な家庭にヘルパーを派遣し、必要な援助を行うとともに、子育

て用品のリースに対する助成制度、不要となった子育て用品を回収し、希望者

へ提供する制度を開始いたします。さらに、子どもの歯科外来に係る医療費の

助成対象を小学校修了前までに拡大いたします。 

平成２７年４月から始まります「子ども・子育て支援新制度」につきまして

は、平成２５年度に実施したニーズ調査の結果を踏まえ、（仮称）「新居浜市

子ども・子育て支援事業計画」を策定いたします。 

子どもと親の交流の場づくりにつきましては、子育ての不安感等を緩和する

ため、子育て親子の交流の場として地域子育て支援拠点を３か所増設し、地域

における子育て支援機能の充実を図ってまいります。 

次に、障がい者福祉の充実についてでございます。 

 障がい者への理解と社会参加の促進につきましては、ノーマライゼーション

の理念に基づき、障がい者が持つ能力を最大限に発揮し、自己実現ができるよ

う支援していくとともに、一人ひとりの状態や状況に応じた自立のスタイルを

確立できるよう支援を行い、障がい者が地域の中で自立して暮らせる共生社会

の実現を目指します。 

障がい福祉サービスの充実につきましては、医療費助成など、重度障がい者
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に対する経済的負担軽減を図るとともに、障がい者団体に対する支援を継続し

てまいります。また、必要な障がい福祉サービスが利用できるよう各種サービ

スの基盤整備を行うとともに、障がい者への事業所情報の提供の充実を図りま

す。 

障がい者の就労支援につきましては、障がい者の就労を促進するため、障害

者総合支援法による就労移行支援事業や就労継続支援事業の実施を促進すると

ともに、新居浜市障害者自立支援協議会の専門部会に就労支援部会を創設し、

事業所・関係機関の連携を強化、就労基盤の整備を行う等雇用の促進に努めて

まいります。 

次に、高齢者福祉の充実についてでございます。 

 住み慣れた地域での生活支援につきましては、民間事業者等との連携により、

高齢者見守りネットワーク事業を推進いたします。 

介護予防の充実につきましては、介護予防に関する普及啓発のための介護予

防教室を開催し、受講後も継続して介護予防・健康づくり活動が行えるよう自

主活動につなげる支援を行うとともに、ボランティア等の人材育成、地域活動

組織の育成及び支援を推進いたします。また、生活機能が低下しているおそれ

のある高齢者を早期に把握し、要支援・要介護状態に陥らないように、特定高

齢者の介護予防事業を実施し、高齢者の生活の質を改善するとともに、免疫力

の向上や脳血管性認知症予防に効果があるといわれる笑いの効用に着目した笑

いの介護予防促進事業を実施いたします。 

適切で効果的な介護サービスの充実につきましては、第５期介護保険事業計

画に基づき施設基盤整備に取り組むとともに、高齢者が地域で自立した生活を

営めるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供

される地域包括ケアシステムの実現に向けた取組を推進してまいります。また、

平成２７年度から２９年度を計画期間とする次期「高齢者福祉計画」を策定い

たします。 

共に生き支えあう地域ネットワークの充実につきましては、高齢者の社会参

加と高齢者同士が共に支え合う社会づくりを推進するため、高齢者が地域で集

える場づくりを支援するとともに、各小学校区で構築されている地域ケアネッ

トワークを通じ、高齢者が在宅で安心して生活できるための支援を行ってまい

ります。また、介護保険施設等において、ボランティアを行った高齢者の方に

対し、活動実績に応じたポイントを付与する介護支援ボランティア事業を新た
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に実施いたします。 

次に、社会保障の充実についてでございます。 

生活の安定と自立に向けた支援につきましては、生活困窮者に対し、必要な

経済的援助と自立・就労支援を行うとともに、医療扶助の適正化や不正受給対

策を徹底し、適正な生活保護の実施を図ってまいります。 

介護保険制度の円滑な運営につきましては、介護保険制度の円滑な運営のた

め、介護認定調査水準の向上、介護認定審査会の判定理由明確化、介護相談員

等の活用や事業所指導・監査の実施により、介護給付適正化の推進を図ります。 

国民健康保険事業の健全な運営につきましては、高齢化の進行や先進医療技

術の進歩などによる医療費の増大により、国保財政は今後さらに厳しくなるこ

とが予想されることから、引き続き保険料の徴収率向上等の歳入確保に努める

とともに、特定健診等の健康づくりやジェネリック医薬品の普及など医療費の

適正化を推進し、国民健康保険事業の健全な運営を行ってまいります。 

 

フィールド５ 教育文化  

 次に、フィールド５ 教育文化について、申し上げます。 

まず、学習活動の充実についてでございます。 

生涯学習機会の内容充実につきましては、生涯学習のまちづくりの推進を図

るため、大学、高専等の高等教育機関と連携し、公民館、生涯学習センター等

の学習プログラムの充実を図ってまいります。 

生涯学習関連施設・機能の充実につきましては、口屋跡記念公民館及び多喜

浜公民館の耐震補強工事・大規模改造工事、大生院公民館体育館の耐震補強工

事を行ってまいります。また、新居浜小学校、浮島小学校、泉川小学校の運動

場夜間照明設備及び角野小学校、中萩中学校、西中学校の防球ネットを更新い

たします。 

図書館機能の充実につきましては、市民の自主性、自発的な学習活動を支援

するため、資料・情報提供の推進及び学習機会の提供、移動図書館の運営、ブッ

クスタート実施事業、学校図書館支援推進事業等により他の関係機関とも連携

しながら利用促進を図ってまいります。 

次に、地域づくりの推進についてでございます。 

地域課題を解決する住民活動の推進につきましては、公民館において、今後

も地域住民の主体性を尊重した活動を推進するとともに、各校区の地域課題の
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実態を踏まえ、解決に向けて、地域教育力向上プロジェクト推進事業及び社会

教育活性化支援プログラムを実施し、社会・地域の要請に応える、役に立つ社

会教育事業を推進してまいります。 

地域を担う人材の育成につきましては、今後の公民館活動、地域づくりの中

核となって活動する人材の育成のための地域での学習機会の充実に取り組んで

まいります。 

 郷土愛を育むための活動の推進につきましては、多喜浜塩田等の地域資源を

学ぶ学習機会を提供するほか、子ども達に様々な体験活動を提供するこども夢

未来事業を推進するとともに、郷土愛を育むことを目的に、子ども写生大会を

実施いたします。 

次に、家庭、地域の教育力の向上についてでございます。 

学社融合の推進につきましては、学校支援地域本部事業の定着を図り、地域

で子どもたちを育てるとともに、子ども見守り隊の一層の活動充実を図ってま

いります。また、新たに、放課後の小学生を対象に、市内３地区で、教員ＯＢ

を活用した学力向上学習支援事業を実施いたします。 

青少年健全育成の推進につきましては、放課後子どもプランの趣旨を踏まえ、

子どもの居場所づくりのために放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携を

強化し、地域ぐるみで子ども達の健全な育成に取り組む体制づくりに努めてま

いります。 

次に、学校教育の充実についてでございます。 

地域に開かれた特色ある学校づくりにつきましては、学校へ行こう日（デイ）、

教育懇談会、持続発展教育（ＥＳＤ）支援事業、にいはまスクールエコ運動等

を実施し、地域と学校とが一体感を持って、地域の方々が魅力を感じる学校づ

くりに努めてまいります。 

社会変化に対応した多様な教育の推進につきましては、児童生徒の基礎的な

学力の向上と定着を図るため、標準学力検査を実施し、客観的な学力の把握・

検証を行い、指導方法の改善に役立ててまいります。 

また、地域との連携・協力を図りながら、全ての小中学校で防災教育を推進

するとともに、キャリア教育の一貫として、中学２年生を対象に職場体験学習

の実施についても引き続き取り組んでまいります。 

さらに、別子銅山の近代化産業遺産について、体験活動を通して地域の発展

に尽くした先人の功績を学ぶことにより、地域社会に対する誇りと愛情を育て
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るため、ふるさと学習に取り組んでまいります。 

児童・生徒の健全育成につきましては、不登校、問題行動等の未然防止と早

期対応のために、あすなろ教室での活動のほか、スクールソーシャルワーカー

を配置し、関係機関との連携を深めるとともに、スクールカウンセラー、ハー

トなんでも相談員の拡充を図り、相談活動の充実に努めてまいります。 

また、学級生活の満足度や意欲についてのアンケート（Ｑ
キュー

－Ｕ
ユー

）を小学校低

学年に拡充し、いじめや不登校などの問題行動等の未然防止と学級経営改善に

役立ててまいります。 

教育施設・教育環境の整備・充実につきましては、屋内運動場等の天井等の

非構造部材の耐震化を図るとともに、泉川小学校南棟校舎の大規模改修工事に

向けた設計、大生院小学校プール改築の設計を実施いたします。 

幼児教育の推進につきましては、幼稚園の園児保護者の経済的負担の軽減を

図るため、私立幼稚園就園奨励事業を充実してまいります。 

次に、特別支援教育の充実についてでございます。 

早期からの教育相談・支援の充実につきましては、こども発達支援センター

を特別支援教育、発達支援の中核的機関とし、個別相談、幼稚園・保育園・小

中学校などへの巡回相談、就学相談など地域における総合相談支援体制を充実

させてまいります。また、子ども一人一人の教育ニーズに対応した個別の支援

計画の作成、効果的な活用により、関係機関との連携を強化しながら、生涯に

わたる一貫した支援を行ってまいります。 

特別支援教育の充実・体制の整備につきましては、肢体不自由などの障がい

のある幼児児童生徒が、就園・就学するにあたり、安全の確保など学校生活に

支障をきたさないように、特別支援学級指導員、学校生活介助員を適正に配置

して受入体制の環境整備を図るとともに、支援の必要な児童の学習支援や学級

運営の安定化を図るために、小学校に学校支援員を派遣してまいります。 

地域生活における自立に向けた支援体制の整備につきましては、新居浜特別

支援学校やしげのぶ特別支援学校等のセンター的機能を活用するとともに、就

労支援を視野に入れた関係機関との連携に努めてまいります。 

次に、芸術文化の振興についてでございます。 

芸術文化活動の推進につきましては、プロの芸術家による学校出前コンサー

トを行うとともに、地域の演奏家を学校などに派遣し、芸術文化を体験できる

諸行事を開催いたします。また、市民団体が実施する芸術文化事業に助成する
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ことにより地域の芸術文化の向上を図ってまいります。 

芸術文化施設の整備・充実につきましては、平成２７年度のオープンを目指

し、総合文化施設の建設工事を進めてまいります。また、オープン後の総合文

化施設の運営体制や実施事業計画などにつきましては、本市出身の劇作家・鴻

上尚史氏をはじめとするスーパーアドバイザーやテクニカルアドバイザーの指

導・助言をいただきながら、市民の皆様方で組織する建設委員会とも協議を重

ね、決定してまいります。 

また、市民文化センターの耐震補強工事及び大ホール空調設備の改修など必

要な施設整備を実施し、利用者が安全・快適に利用できる環境を整備してまい

ります。 

次に、スポーツの振興と競技力の向上についてでございます。 

社会体育の推進につきましては、健康増進と地域の連帯感の醸成、子ども達

の健全育成を図るため、地域スポーツ育成事業に取り組むとともに軽スポーツ

を主体とした、誰でも参加できる市民体育祭ふれあいスポーツの部を充実させ

てまいります。 

競技スポーツの振興につきましては、平成２９年度に愛媛県で開催される第

７２回国民体育大会に向けて、新たに、国体推進室を設置するとともに、特に

主力選手となる中学生・高校生世代の選手の育成を図ってまいります。 

施設環境の整備につきましては、愛媛国体に向け、市営野球場の改修やマリ

ンパーク新居浜のセーリング用艇庫の建設等施設整備を進めてまいります。 

次に、近代化産業遺産の保存・活用の充実についてでございます。 

別子銅山の近代化に携わった人々に学び、次世代へ伝承・発信の促進につき

ましては、広瀬宰平没後百年という年にあたり、広瀬歴史記念館において特別

企画展を開催するほか、星越町の元社宅でのパネル展開催などを通して、別子

銅山の歴史的意義を広く紹介いたします。 

別子銅山近代化産業遺産の保存・整備の推進につきましては、重要文化財旧

広瀬家住宅のＰＲと保存活用に努めるとともに、端出場・東平にある近代化産

業遺産については、近い将来に文化財候補となるよう文化庁及び所有者である

住友企業との協議を進めてまいります。 

また、本市へ寄附された自彊舎跡地には、記念碑を設置すると共に、鷲尾勘

解治及び自彊舎の功績などを記した説明板を整備いたします。 
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フィールド６ 自立協働  

 次に、フィールド６ 自立協働について、申し上げます。 

まず、安全安心な生活空間の形成についてでございます。 

交通安全対策の推進につきましては、交通死亡事故ゼロを目指し、加害者にも

被害者にもならないよう、新居浜市交通安全計画に基づき、交通安全教室の積極

的な開催や新居浜市交通指導員による街頭指導等を通じ、子どもから高齢者まで

の全市民に対する各世代に応じた交通安全意識の普及・啓発に努めてまいります。 

 防犯対策の推進につきましては、犯罪のない地域社会の実現を図るため、新居

浜地区防犯協会に対する支援を行ってまいります。また、平成２５年に新居浜警

察署、連合自治会、商工会議所と締結いたしました犯罪の起きにくい社会づくり

の推進に関する協定に基づき、犯罪多発が懸念される地区への防犯カメラの設置

に協力してまいります。 

防災体制の強化につきましては、地域防災力の向上と防災意識の高揚を図るた

め、引き続き、自主防災組織の資機材整備や防災士の養成を行うとともに、高齢

者等を対象に家具固定器具の取付、ガラス飛散防止フィルム設置を推進してまい

ります。 

また、災害対策基本法等の一部を改正する法律及び津波防災地域づくり法の施

行に対応するため、新居浜市地域防災計画の見直し及び津波ハザードマップの作

成に取り組んでまいります。 

さらに、防災拠点施設建設に向けて、機能や建設時期等具体的な方向性を定め

た基本計画を策定いたします。 

次に、消防体制の充実についてでございます。 

警防体制の充実につきましては、消防自動車整備計画に基づき、消防資機材

搬送車及び高規格救急車それぞれ１台を更新整備し、迅速で円滑な災害対応な

どの強化を図るとともに、消防団車両につきましても、消防ポンプ自動車１台

を更新整備いたします。 

また、消防救急無線のデジタル化につきましては、平成２６年度中の移行完

了を目指してまいります。 

救急救助体制の充実につきましては、救急救命士、救急標準課程修了者の計

画的養成及び救急資機材等を計画的に整備し、救急体制の充実を図るとともに、

複雑多様化する各種災害等に対応するため、専門職員の養成や各種資機材等の

更新整備を計画的に実施してまいります。 
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次に、消費者の自立支援と相談体制の充実についてでございます。 

消費生活相談体制の充実と関係団体との連携強化につきましては、消費者安

全法に基づく消費生活センターを設置し、相談体制の充実に努めてまいりまし

たが、今後も複雑多様化している悪質商法被害の早期解決や未然防止のため、

専門知識及び相談対応能力の向上に努め、持続的に相談体制の充実強化を図り

ます。 

消費生活改善の意識啓発と情報提供につきましては、最新の消費者情報や危

害・危険情報をホームページや広報紙などを活用して情報提供を行うとともに、

消費者のつどいの開催や出前講座などにより、広い視点からの消費生活改善の

意識啓発を行ってまいります。 

次に、男女共同参画社会の形成についてでございます。 

男女共同参画の意識の高揚につきましては、「男女共同参画推進条例」及び

「第２次新居浜市男女共同参画計画」に基づき、男女共同参画推進週間におけ

る啓発活動や様々な学習活動を通して、広報・啓発活動に努めるとともに、実

態把握のための市民意識調査を実施いたします。 

ＤⅤ対策の推進につきましては、昨年設置しました配偶者暴力相談支援セン

ターにおける相談活動の充実を図り、相談員の力量を高めるなど、被害者の支

援に努めるとともに、暴力等を許さない社会環境づくりに向け努めてまいりま

す。 

女性の政策・方針決定の場への参画促進につきましては、本市の委員会・審

議会等への女性の参画率は、平成２５年４月現在、３０．１％となっておりま

すが、今後も、様々な視点から参画率の向上に向け、取り組んでまいります。 

また、市内事業所等における女性の積極的な活躍の促進と仕事と育児・介護

等の両立支援の充実を推進するため、実態を把握し、ワーク・ライフ・バラン

スの視点から、事業所等の女性の活躍を支える環境づくりの支援に向けて取り

組んでまいります。 

次に、人権の尊重についてでございます。 

社会における人権・同和教育及び啓発の推進につきましては、新居浜市人権

尊重のまちづくり条例及び人権施策基本方針に基づき、市民一人ひとりの人権

意識の高揚を図るため、お茶の間人権教育懇談会、差別をなくする市民のつど

い、人権フェスティバル等の実施により、家庭、地域、職場などあらゆる場を

通じて人権教育・啓発を推進いたします。 
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学校における人権・同和教育の推進につきましては、教職員の人権・同和教

育観の確立と指導力の向上を図るとともに、人権問題について正しい認識を深

め、差別をしない、させない、許さない、児童・生徒の育成に努めてまいりま

す。 

また、校区別人権・同和教育懇談会を継続実施し、学校と家庭・地域が一体

となった人権教育を推進いたします。 

次に、地域コミュニティの充実についてでございます。 

地域コミュニティ活動への支援につきましては、地域コミュニティの中心的役

割を果たしている自治会活動を支援するために、自治会館の補修、放送施設等の

新設・修繕に対し補助を行い支援してまいります。また、自治会所有の防犯灯に

ついては、平成２６年度中に市の負担でＬＥＤ化の推進を図るとともに、防犯灯

の電気料金についても、市の全額負担とすることにより、単位自治会の活動支援

につなげてまいります。 

コミュニティ活動支援交付金につきましては、地域コミュニティ再生のため、

これまでの交付金制度を見直し、充実を図るとともに、新しい交付金を創設し、

コミュニティ活動の充実・活性化を図ってまいります。 

また、自治会加入率につきましては、連合自治会と連携し、継続した加入促進

活動を行うとともに職員の加入促進にも努め、自治会加入率の向上に取り組んで

まいります。 

地域再生への体制づくりにつきましては、人口減少及び少子高齢化が著しい

別子山地域におきまして、地域外の人材を積極的に誘致する地域おこし協力隊

を設置し、地域力の維持・強化並びに地域の活性化を図るとともに、協力隊と

なる人材の定住及び定着を図るよう支援してまいります。 

次に、多様な主体による協働の推進についてでございます。 

推進体制及び制度の整備につきましては、市民と行政が協働して公共施設の

清掃・美化活動を行う公共施設愛護事業の活動支援を充実するとともに、協働

事業市民提案制度などを活用して、市民との協働事業の推進を図ってまいりま

す。 

人材の育成と自治体経営力の向上につきましては、協働を担う人材育成のた

め、課題を発見する能力、企画立案能力、問題解決能力等の研修の充実を図っ

てまいります。また、地域課題を解決するため、市職員の協働への意識改革と

能力開発に取り組んでまいります。 
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ボランティアの推奨につきましては、市民一人ひとりが、自らの手でよりよ

い地域や社会にしたいという思いや志をまちづくりに生かすため、出前講座な

どにより、人材の育成や活動の場の提供に努めてまいります。 

ＮＰＯ活動への支援につきましては、さまざまな分野で活動しているＮＰＯ

について、自主性を尊重しながら側面的な支援を行うとともに、ＮＰＯ間、市

民活動団体と行政の媒介役としての中間組織の役割や機能を生かし、市民活動

の活性化や地域コミュニティとの連携を図ってまいります。 

次に、国際化の推進についてでございます。 

国際交流の推進につきましては、友好都市である中国徳州市からの友好視察

団を迎えるとともに、市民と在住外国人が交流できる場を設けることにより、

国際理解を図り、国際交流を推進してまいります。 

多文化共生社会の推進につきましては、引き続き、外国人のための日本語教

室の開催や外国人とのコミュニケーションを支援する日本語教師養成講座を開

催するとともに、より多くの情報を多言語で翻訳し情報提供を進め、外国人の

生活支援を行ってまいります。 

国際化を進める体制づくりにつきましては、在住外国人や本市を訪れる外国

人を支援するための対応窓口を設置し、引き続き、通訳や情報提供等の支援を

行ってまいります。また、外国人と市民の国際交流・理解を深める手助けとな

る国際化ボランティア登録制度の周知に努めるとともに、関係機関との連携を

強化し、国際化に関する情報交換や情報共有を図ってまいります。 

 

計画の推進  

 次に、計画の推進について、申し上げます。 

まず、開かれた市政の推進についてでございます。 

コミュニケーション型広報の推進につきましては、パソコン・携帯電話等の

新たな情報提供メディアの急速な普及に伴い、スマートフォン対応の地域情報

アプリを提供するとともに、ホームページのリニューアルを実施いたします。 

全国にいはま倶楽部につきましては、全国各地で活躍している新居浜市出身

及び本市にゆかりのある方々に引き続きご支援を賜り、市政推進を図ってまい

ります。会員へのフォローアップにも努め、東京・大阪に加え、松山での交流

会を開催いたします。 

また、原動機付自転車のオリジナルナンバープレートの導入にも取り組んで
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まいります。 

対話型広聴の推進につきましては、住民と一緒になって課題克服に努め、市

民との信頼関係を構築してまいります。また、市長への手紙やメール、広聴票

等を通じて対話型広聴の推進に取り組んでまいります。 

情報公開制度等の充実につきましては、審議会等の公開や審議会等委員の公

募、市民意見提出制度（パブリックコメント）の実施により、市政への参加を

促進し、公正で開かれた市政の推進に努めてまいります。 

次に、効果・効率的な自治体経営の推進についてでございます。 

質の高い行政運営につきましては、「新居浜市行政改革大綱２０１１」に基

づき、地域主権時代を担える市役所となることを目標に、権限、財源、人間の

３ゲンの強化を改革の視点として、「市民の笑顔輝く市役所づくり」を目指し

てまいります。  

組織の効率化と職員の育成につきましては、職員の意識改革を促し、人材育成

を図るため、人事マネジメントの見直しに取り組んでまいります。また、自治大

学校、市町村アカデミー・国際文化アカデミーを中心に職員を派遣し、専門能力

の向上を図るとともに、土木技術職員の研修につきましては、全国建設研修セン

ターへ派遣を行い、能力の向上を図ってまいります。 

健全財政の維持につきましては、庁舎敷地内へコンビニエンスストアを誘致し、

市民サービスの向上とより一層の市有財産の有効活用を図ってまいります。また、

遊休未利用地につきましても、新たに顧客仲介制度を導入し、売却処分を促進し、

財源の確保を図ってまいります。  

市税徴収率の向上につきましては、現年課税分は、催告や納税相談等を中心に

推進し、滞納繰越分は、滞納処分を強化し、「愛媛県地方税滞納整理機構」との

連携を図ってまいります。また、捜索、差押をした不動産や自動車等を積極的に

インターネット等により公売してまいります。 

アセットマネジメントの推進につきましては、施設の長寿命化と更新費用の

平準化による財政負担の軽減を図るため、「新居浜市アセットマネジメント推

進基本方針」に基づき、施設保全計画の策定、予防保全工事の実施に取り組ん

でまいります。 

また、公共施設白書を公表し、今後の公共施設のあり方を議論するための基

礎資料として活用いたします。 

次に、情報通信技術の利活用と市民サービスの向上についてでございます。 
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行政機能の向上につきましては、来庁者が快適にサービスの提供が受けられ

るよう、１階フロア全体の配置、動線、業務を見直し、ワンストップサービス

の実現に向け、取り組んでまいります。 

また、基幹業務システム及び庁内ＬＡＮの安定的な運用に努めますとともに、

時代の変化に対応し、行政機能を向上できるシステムの活用に取り組んでまい

ります。 

情報セキュリティ対策の推進につきましては、情報セキュリティポリシーを

徹底し、基幹業務システム及び庁内ＬＡＮなどの情報漏洩の防止、セキュリティ

の確保を行ってまいります。 

以上、平成２６年度の市政運営につきまして、私の基本的な考え方と重要施

策について申し上げました。 

 

おわりに 

昨年、有名ホテルや大手百貨店などで次々と発覚いたしました食材偽装表示

の問題は、我々消費者の「信頼」を損なう大きな社会問題となりました。また、

特定秘密保護法をめぐる国会審議の混乱は、政治の「信頼」を揺るがしかねな

い大きな問題ではなかったかと感じております。また、福島第一原発を巡る一

連の報道、さらには昨今のいじめや体罰問題における不信に満ちた報道などを

見るにつけ、「信頼」という言葉の重さと、さらに失った「信頼」を取り戻す

ことの難しさや重要さをひしひしと感じております。 

親子の信頼、夫婦の信頼、地域の信頼、さらに教師と生徒との信頼、上司と

部下との信頼、行政と住民との信頼、国家と国民との信頼など、現代社会は多

くの「信頼」のうえに成り立っています。 

先ほど申しました「利他の心」は、強固な「信頼」を築くうえでも重要な行

動規範です。また、「市役所の再生」においても実践すべき教えであります。

すべての職員が、自分の生活のためだけに仕事をしている、仕事をやらされて

いるという意識ではなく、自分の利益よりも市民のために役立つ仕事をすると

いう公務員としての純粋な志を共有して、仕事に打ち込むことができれば、お

のずと市民、企業の皆さまから「信頼」される市役所となります。今一度、原

点に立ち返り、「信頼される市役所づくり」に取り組んでまいります。 

また、市民の皆さまにも、世のため人のために尽くす「利他の心」をお持ち

いただくことを強くお願いしたいと思います。地域全体が「利他の心」を共有
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し、お互いの信頼関係を醸成することができますれば、必ずや「コミュニティ

の再生」が成し遂げられるものと確信しております。 

私も、今一度、初心に立ち返り、市民、企業の皆さまからも信頼される市長

となりますよう、自ら率先垂範し、郷土新居浜の更なる発展のため、全身全霊

を傾けて取り組んでまいるという決意を新たにしております。 

どうか、議員の皆さま市民の皆さまにおかれましても、「ともにつくろう笑

顔輝く新居浜市」の実現に向けまして、チーム新居浜の一員として一層のご支

援とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

  



29 
 

平成２６年度 予算提案説明 

 

次に、施政方針に基づきます平成２６年度当初予算案について提案説明を申

し上げます。 

まず、一般会計予算についてでございますが、国におきましては、社会保障

を始めとする義務的経費等を含め、聖域なく予算を抜本的に見直した上で、経

済成長に資する施策に重点化を図ることとされております。 

本市におきましても、こうした国の予算を踏まえ、「経済の再生、コミュニ

ティの再生」に係る政策懇談会の提言を具体的に事業化するとともに、「子育

て支援の充実」､「小中学生の学力向上」、「消防・防災体制の強化」、「幹線

道路の整備促進」などに必要な事業費を計上したほか、防災拠点施設建設事業

や総合運動公園構想など、大型プロジェクトの取組を開始するものでございま

す。 

一方で、財政の健全化に配慮し、新たな財源確保を図るとともに、自主財源

に重きを置きながら重点化した予算といたしております。 

一般会計予算の総額は、４６８億１，６２７万８千円で、前年度比７億３，

４１２万６千円、１．５％の減となっております。 

前年度よりも減少いたしましたのは、施策経費は、子ども医療助成費や地域

コミュニティ再生事業費などで､１６億６，６９５万円増加したものの、総合文

化施設建設事業費の減などにより､普通建設事業費が､２１億６,４５３万７千円

減少したことなどによるものでございます。 

これらの財源対策として財政調整基金、公共施設整備基金などの各種基金を

活用いたしましたため、自主財源比率は５３．９％となっております。  

次に、各種事業を賄う財源でございますが、特定財源は、分担金及び負担金、

使用料及び手数料、国・県支出金､市債などで、前年度よりも１１．９％減の１

５０億７，４４４万３千円を見込んでおります。国庫支出金及び県支出金など

については増加しておりますが、市債などが減少したことから、特定財源の構

成比は､前年度より３.８ポイント低い３２.２％となっております。また､地方

債依存度につきましては､８．２％と、前年度の１２．８％から４．６ポイント

低下しております。これは、総合文化施設建設事業債や臨時財政対策債が減少

したことなどによるものでございます。 
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年度末地方債残高見込みにつきましては、４９４億７,１４７万８千円となり、

平成２５年度末残高見込みより、１３億２,７５２万円､２．６％減少するもの

と見込んでおります。このうち臨時財政対策債は､１９７億３,７４９万９千円

と、市債残高の３９．９％を占める見込みとなっております。 

 次に一般財源でございますが、市税のうち、個人市民税につきましては、０．

１％の増収を見込んでおります。また、法人市民税につきましては、輸出環境

の改善や経済対策などにより、前年度当初予算比で５．８％の増収を見込んで

おります。 

これらにより市税全体では、前年度比１億８，３３７万２千円、１．０％増

の１８２億６，４９４万７千円を見込んでおります。 

地方交付税につきましては、前年度よりも４億円、６．９％増の６１億８，

０００万円を見込んでおります。 

また、繰入金につきましては、公共施設整備基金から２億４，５３０万７千

円を繰り入れるほか、財政調整基金繰入金等で、２４億３,６７６万８千円を計

上いたしております。 

これらによりまして、一般財源総額は、前年度よりも１３億４５９万２千円、

４．３％増の３１７億４，１８３万５千円、構成比は６７．８％となっており

ます。 

 以上が一般会計予算の概要でございます。 

現在国は、平成２６年度予算を、昨年同様、緊急経済対策に基づく補正予算

と一体的なものとして進めており、地方自治体におきましても同様に、切れ目

ない経済対策が求められるものと考えております。 

一方、地方財政計画においては、一般財源総額を確保したうえで、臨時財政

対策債を抑制するなど、財政健全化に向けた取組も行われております。 

このため、経済対策などに、短期的・集中的に財源を投入することはもちろ

んでございますが、中長期的な視点も踏まえ、より効果・効率的な行財政運営

を継続し、健全財政を堅持したいと考えております。 

次に、特別会計につきましては、貯木場事業、渡海船事業、住宅新築資金等

貸付事業、平尾墓園事業、公共下水道事業、国民健康保険事業、介護保険事業、

後期高齢者医療事業及び工業用地造成事業の全９会計、また企業会計につきま

しては、水道事業、工業用水道事業につきまして、それぞれの事業に要します

事業費、事務費について特別会計で３５３億２，１９２万円、企業会計で４１
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億４，３８８万７千円を措置いたしております。 

 以上で平成２６年度当初予算の説明を終わります。 


